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渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。
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渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の

一部を改正する条例

渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例（平成２１

年渋川市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「長期優良住宅建築等計画の認定」の次に「若しくは同条

第６項及び第７項の規定による長期優良住宅維持保全計画の認定」を、「第

８条第１項の規定による長期優良住宅建築等計画」の次に「若しくは長期優

良住宅維持保全計画」を加える。

別表第１中「工事の種別」を「種別」に、「増築又は改築」を「新築以外

」に改め、同表に注として次のように加える。

注 新築以外とは、増築、改築又は法第２条第３項の維持保全を行う場合

をいう。

別表第２中「工事の種別」を「種別」に、「増築又は改築」を「新築以外

」に改め、同表に注として次のように加える。

注 新築以外とは、増築、改築又は法第２条第３項の維持保全を行う場合

をいう。

附 則

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。

理 由

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を

しようとするものである。



渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表
（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（手数料の額） （手数料の額）

第２条 法第５条第１項から第５項までの規定による長期優良住宅建築等計 第２条 法第５条第１項から第５項までの規定による長期優良住宅建築等計

画の認定若しくは同条第６項及び第７項の規定による長期優良住宅維持保 画の認定

全計画の認定又は法第８条第１項の規定による長期優良住宅建築等計画若 又は法第８条第１項の規定による長期優良住宅建築等計画

しくは長期優良住宅維持保全計画の変更の認定を申請する者（以下「申請 の変更の認定を申請する者（以下「申請

者」という。）は、別表第１に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める額 者」という。）は、別表第１に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める額

の手数料を納付しなければならない。 の手数料を納付しなければならない。

２～７ （略） ２～７ （略）

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

種別 建築物全体の住宅又は住戸の数 金額 工事の種別 建築物全体の住宅又は住戸の数 金額

新築 １戸 １８，０００円 新築 １戸 １８，０００円

２戸以上５戸以下 ３３，０００円 ２戸以上５戸以下 ３３，０００円

６戸以上１０戸以下 ５２，０００円 ６戸以上１０戸以下 ５２，０００円

１１戸以上２５戸以下 ９２，０００円 １１戸以上２５戸以下 ９２，０００円

新築以外 １戸 ２６，０００円 増築又は改 １戸 ２６，０００円

２戸以上５戸以下 ４８，０００円 築 ２戸以上５戸以下 ４８，０００円

６戸以上１０戸以下 ７６，０００円 ６戸以上１０戸以下 ７６，０００円

１１戸以上２５戸以下 １３５，０００円 １１戸以上２５戸以下 １３５，０００円

注 新築以外とは、増築、改築又は法第２条第３項の維持保全を行う場合

をいう。

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

種別 建築物全体の床面積（建築基準 金額 工事の種別 建築物全体の床面積（建築基準 金額

法施行令第２条第１項第４号に 法施行令第２条第１項第４号に

規定する延べ面積をいう。以下 規定する延べ面積をいう。以下

同じ。） 同じ。）

新築 ２００平方メートル以下 １０５，０００円 新築 ２００平方メートル以下 １０５，０００円

２００平方メートルを越え５０ １２６，０００円 ２００平方メートルを越え５０ １２６，０００円

０平方メートル以下 ０平方メートル以下

新築以外 ５００平方メートル以下 １０８，０００円 増築又は改 ５００平方メートル以下 １０８，０００円
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築

注 新築以外とは、増築、改築又は法第２条第３項の維持保全を行う場合

をいう。
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